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【データ】  

 

○被害状況とその対応を振り返る。 

 

１）2000 年有珠山噴火旧虻田町の被害状況（単位は千円） 

 

被 害 種 別 被 害 の 内 容 被害額 

住宅被害 全壊 118 棟 半壊 339 棟、一部破損 198 棟、計 655 棟 1,857,047 

非住家被害 計 31 件 11,525 

農業被害  168,659 

土木被害 河川 2、道路 32、橋梁 2       計 44 件 3,567,276 

水産被害 港湾、ほたて養殖事業 274,359 

林業被害 一般民有林 30.06ha 135,474 

衛生被害 水道 52 件・個人病院 8・一般廃棄物処理施設 9,343,470 

商工被害 商業 51、工業 8 495,341 

公立文教被害 温泉小・虻田中・温泉中・給食センター 1,473,803 

社会教育施設 3 件 460,000 

社会福祉施設 桜ヶ丘保育所・養護ホーム・特養ホームほか 641,461 

その他 都市施設・町営浴場・消防庁舎・堆積士砂排除 6,720,782 

（旧虻田町）被 害 総 額             25,149,197 千円 

※2000 年有珠山噴火被害全体（伊達市、虻田町、壮瞥町）の総額は 25,962,848 干円

であり、旧虻田町の被害状況は全体の 95%である。 

※1977 年噴火の被害総額は約 222 億円で、その内訳は虻田町が 74 億円(33.3%)、伊達

市が約 89億円(40.1%)、壮瞥町が 28 億円(12.6%)、洞爺村が約 31億円(14.O%)であ

る。 

 

 

２）住宅被災見舞い金 

 

被害種別 世帯数 原  資 支給基準 

住宅全壊 44 世帯 日赤見舞金 1 世帯 500 万円 

住宅半壊 274 世帯 日赤見舞金 1 世帯 250 万円 

借家全壊 216 世帯 日赤見舞金 1 世帯  80 万円 

借家半壊 169 世帯 日赤見舞金 1 世帯  40 万円 

 合 計  703 世帯       11 億 4540 万円 

 

 

３）国・北海道の災害関連事業 

 

国・北海道の災害関連事業 概  要 

国道 230 号整備事業 H13～16 新ルート(トンネル建設) 

道道洞爺虻田線改築事業 H13～16 避難道路 

砂防施設整備事業 H13～17 洞爺湖温泉町 A・Xゾーン 

虻田漁港分港整備事業 H14～21 大磯漁港建設 
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４）町の災害関連事業 

 

町の災害関連事業 実施期間 事 業 内 容 

泉北地区防災集団移転事業 H13 士地の買い上げ。住宅等再建支援(見舞金) 

都市計画公園事業 H15～19 B ゾーン 3.52ha(地殻変動地区) 

H13～14 A ゾーン 148 戸 
公営住宅建設事業 

H15～16 B ゾーン 184 戸 
合計 332 戸 

 

５）民間の災害関連事業 

 

民間の災害関連事業 時期 概 要 

特別養護(60 床)養護(50 床) H13 泉地区から清水地区に移転 

洞爺協会病院(公的医療機関) H14 洞爺湖温泉町から高砂町に移転 

 

６）防災対策の強化 

 

防災対策の強化事業 時期 概  要 

有珠山防災マップの作成配布 H13 3 市町（伊達市、旧虻田町、壮瞥町） 

有珠山火山防災計画の策定 H13 3 市町防災会議協議会 

虻田町地域防災計画の見直し H14 広域避難場所・避難連携など 

防災行政無線整備事業 H13 屋外無線・個別受信機・移動無線 

防災センター整備事業 H13 消防庁舎・役場庁舎合築設計施行一括方式) 

避難所機能施設整備事業 H14 洞爺湖温泉小学校を移転し、学校体育館に併設 

 

７）失業者対策 

 

 

 

 

８）観光振興対策 

 

(1)観光客宿泊者数の推移 

 

観光客 宿泊者数の推移 
修学旅行生 

(対 11 年度比) 

平成 11 年度宿泊者数 775,973 人 8 万 6千人 

平成 12 年度宿泊者数 307,079 人(11 年度と比較して 39.6%) 0.0%(対 11 年度比) 

平成 13 年度宿泊者数 619,873 人(11 年度と比較して 79.9%) 18.4%(対 11 年度比) 

平成 14 年度宿泊者数 717,791 人(11 年度と比較して 92.5%) 50.0%(対 11 年度比) 

平成 15 年度宿泊者数 736,556 人(11 年度と比較して 96.3%) 68.0%(対 11 年度比) 

 

 

洞爺湖温泉観光客入込み数            （単位：人） 
区分 平成９年 平成 12 年 平成 13 年 平成 14 年 平成 15 年 平成 16 年 
総  数 3,942,648 1,268,157 2,768,999 3,261,860 3,364,362 3,183,748 
日帰り客 3,094,219 961,078 2,149,126 2,544,069 2,627,806 2,484,700 
宿泊人員 848,429 307,079 619,873 717,791 736,556 699,048 

 

 

緊急地域雇用対策創出特別対策事業 

H12 300,000 千円 

H13 150,000 干円 

H14 36,000 千円 

総 額  4 億 8,600 万円 
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(2)火山資源を活用した観光振興策 

 

火山資源を活用した観光振興策 

●「洞爺湖周辺地域エコ

ミュージアム構想の推

進」 

レイクトピア21推進協議会を構成する胆振西部6

市町村で推進・火山遺構や遺跡、自然、農場など

を展示室とみなし、住民参加型でつくる「地域ま

るごと博物館」構想の推進 

●西山火口散策路の整備 H13～14 で整備 15 年度の入場者は 43万 5干人 

●西山高原・洞爺湖温泉砂防施設内の火山災害遺構物の保存整備 H15～ 

●金毘羅火ロ～洞爺湖温泉砂防施設地域の散策路整備 

●「洞爺湖有珠山」世界ジオパークに認定登録される 

 

 

(3)2000 年噴火災害によって、高まった住民意識とまちづくりの活動 

 

2000 年噴火災害によって、高まった住民意識とまちづくりの活動 

● 事業者が中心となり、避難先でつくられた「噴火再生住民の会」。30 回をこえる懇話会 

●「温泉小学校の再建を考える会」で、行政の既成概念を変えた学校建設が実現 

     ・現在地から 4キロ離れた地域に移転再建される。 

● 民間（住民）が主導で学者の協力を受け、行政を動かした「560 万人の観光地づくりﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ」

の活動。8回のﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ実施は毎回 100 人を超える。 

  ・砂防の常識を変える、砂防地内に噴火災害の遺構物を保存（4点） 

  ・有珠山周辺の河口を巡る散策路の探求とフットパス事業に結実。 

  ・エコミュージアム（野外博物館）構想のきっかけをつくる。 

  ・世界ジオパーク認定条件の大きな要素にあげられる。 

●「シャッターアート」で通りを明るくイメージアップ。札幌芸術大学の学生と住民の合作。 

● 洞爺湖「とうろう祭」を再開させた「とうろうを復活させる会」の取り組み。 

● ｢有珠山知ろう会｣～「有珠山ガイドボランティアの会」～「有珠山ガイドの会」へと発展 

●「有珠山噴火メモリアル委員会」の活動 （2001 年から 9回開催） 

  ・火山と共生するまちづくり 

  ・全国の支援に感謝を込め、還元する 

 

 



≪[阪神･淡路大震災１５年メモリアル・全国被災地からの報告]に寄稿しました。有珠山噴火から10年目の洞爺湖町の状況について≫
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有珠山噴火からもうじき１０年

･･･地域と住民生活はいま

2010.1.17北海道洞爺湖町　立野広志


[image: image2.jpg]北海道の有珠山は、歴史的にみると約３０年ごとに噴火を繰り返しており、有珠山周辺地域はそのつど大きな被害を受けてきた。現在、地域の復興、再生に向け、様々な取り組みが展開されているが、その際とくに重要なことは今回の災害体験を将来の防災対策の充実、強化や、地域づくりにいかに反映して行くかにある。

 地域に住む人々にとって火山噴火は、産業、生活に多大な被害をもたらすか、同時に温泉など自然の恵みをもたらし、また噴火以後は、自然の営みについて学習できる生きた教材にもなっている。

[image: image3.png]一時約１万7千人（虻田町民10,900人）の住民が避難生活を強いられた2000年の有珠山噴火から10年。有珠山周辺の観光地では、一時激減した観光客の足が戻ってきた。全国キャンペーンなど、積極的な観光振興策を打ち出してきた北海道洞爺湖町（噴火時は虻田町）では、火山との「共生」が試みられ、噴火前とほぼ同じ年間３００万人台の観光客に回復しつつある。

洞爺湖温泉地区は噴火によって市街地の４分の１にあたる２０haに砂防用の大型ダムが建設され、住める土地も少なくなったが、住民はこれに負けることなく積極的なまちづくりの提案活動や実践活動が繰り広げられてきた。

熱泥流によって破壊された洞爺湖温泉小学校の校舎再建では、町民自ら「温小再建を考える意見交換会」を開催、災害復興補助の常識とされる「現状回復」ではなく、将来においても安全な地域での学校教育のために4km離れた場所での再建を実現。


[image: image4.jpg]また、町民有志による「560万人の観光地づくりワークショップ」は、火山や砂防の専門家と行政関係者も参加して、８回にわたる検討会を開催。砂防地内の被災建造物を遺構物として保存展示することが実現し、そのためにダム建設を設計変更させ、施設に通ずる散策路の整備も実現。

住民自身による町おこしも活発で、全長15メートル、高さ7メートルに及ぶ大型の龍の灯ろうを、ホテル・旅館・飲食店・土産店などの従業員や経営者、教員や退職者が「灯ろうを復活させる会」を結成し製作、噴火の2年後から湖上に浮かべ“灯ろう祭”を開催。


火山や噴火遺構を巡る散策路を活動拠点に、「有珠山ガイドの会」が結成され、年間46,200人（05年実績）のガイド活動を行っている。


噴火による全国からの支援を忘れず、共存するまちづくりを将来にわたって実現しようと、「有珠山噴火メモリアル委員会」が結成され、2001年から毎年、多くの町民が参加して『有珠山噴火メモリアル感謝祭』が開催されている。

2003年には「春風に乗ってやって来い、三宅の子」をスローガンに、三宅島の小学生54名を、[image: image5.jpg]町民や事業者からの寄付金で招待し、同世代の小学生の家庭でのホームスティや「火山とともに生きる子供サミット」を開催。毎年恒例となった5,000個を超えるアイスキャンドルが路地に連なり、ホテルや飲食店、商店が感謝をこめた半額謝恩セールを実施。小学生によるマグマ活動や水蒸気爆発の模擬実験など多彩な企画に総勢300人を超える町民が協力・参加している。


旧虻田町はこれまで、国の制度に上乗せし、

		被害種別

		世帯数

		原  資

		支給基準



		住宅全壊

		44世帯

		日赤見舞金

		1世帯　500万円



		住宅半壊

		274世帯

		日赤見舞金

		1世帯　250万円



		借家全壊

		216世帯

		日赤見舞金

		1世帯　 80万円



		借家半壊

		169世帯

		日赤見舞金

		1世帯　 40万円



		　合　計　　703世帯　　　　　　　11億4540万円





703世帯の住宅被害者に対して、再建支援として全壊家屋には500万円、半壊には250万円の見舞金を支給。火口を巡る散策路周辺の宅地や建物については買い取り補償を行うなど、住宅再建を生活再建の基盤として実施してきた。


一方、国と北海道の対策の基本は、公共施設の復旧が中心で、肝心の雇用と生活、営業再建への公的支援は既存の救済制度を拡大解釈しての運用であった。自立再建が困難な被災者に対する満足な補償もなく、不況と噴火災害による影響は地域の観光産業と雇用をさらに減退させ、教育や保健・医療環境の悪化、避難生活に伴う地域社会形成の遅れなど、深刻な事態は未だ続いているのも現状です。

≪歳入の大幅な減少≫


三位一体改革が断行された2004年から3年間で、公営住宅家賃対策補助金や保育所、老人保健など1億7～8千万円が一般財源化され、交付税の削減は2億から3億円も減少しており、そのために、合併当初の歳入見込額を大幅に下回り、3億7千万円の減少となっている。

平成19年度決算で経常収支比率は100.1％と100％を超え、平成20年度決算では、102.1％となるなど厳しい財政状況となっている。


また、国や道が強力に推し進めてきた、平成の大合併のメリットの一つとして強調してきた合併振興基金の10億円は、繰替え運用の制限で、使い勝手の悪いものであることが明らかとなった。

町税収入は、噴火による観光客の激減や経済不況のもとで、噴火前のピーク時には１億４千万円あった入湯税も０８年度は9,800万円と減少。企業の閉鎖や倒産も相次いでいるなど、経済環境の悪化もまた影響している。


○　有珠山噴火の復興対策による起債増加で、財政健全化団体に


町は2000年有珠山噴火の復興対策費として、８年間に計３４５億円を投じた。その結果、町債は８９億円に上り、公営住宅２１棟計３３２戸の建て替えに約３０億円を費やし、道路建設や改修も実施してきた。その結果、０８年度末の町債残高は約１５３億円に上り、一般会計予算の約２．５倍に膨れ上がり、０８年度の償還額は約１８億円と財政を圧迫している。

そのため、洞爺湖町は０８年度の決算の結果、収入に対する借金返済の割合を示す実質公債費比率が２９．８％に達し、自治体財政健全化法の判断基準２５％を上回り、財政再建が義務付けられる早期健全化団体となった。


町は今後、２０１２年度決算で実質公債費比率が基準を下回るよう財政再建を進めるとして、「財政健全化計画」を策定し固定資産税の超過課税などの増税と保育料金、公共施設使用料など住民の負担増や歳出削減を計画している。


		人口の推移



		区分

		平成２年

		平成７年

		平成12年



		総人口

		13,113人

		12,805人

		10,622人



		旧 虻田町

		10,699人

		10 536人

		8 352人



		旧 洞爺村

		2,414人

		2 269人

		2 270人



		増 減 率

		△ 8.94％

		△ 2.35％

		△17.05％





○　産業への打撃

噴火災害による人口の流出、少子高齢化、農業者の離農、人口減少等の社会構造の変化、地域経済活動の停滞等が続き、０８年度から０９年度にかけて、建設事業者やホテル経営者の自殺、５０年以上の創業実績のある缶詰工場の閉鎖、大手ホテルの規模縮小されるなど、観光業では旅行形態の変化や有珠山噴火による観光客の落ち込み、農林水産業においては後継者不足や従事者の高齢化、災害による防災施設の整備に伴い居住地域の移転、既存事業所の廃止傾向も続いており、今後も雇用の受け皿としての増大は望めない状況に加え、若者の人口流出にも歯止めがかからない状況にあります。
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○　2000年災害での特記事項や

　　課題等

●現行制度の災害対策基本法、災害救助法、水防法については、地震・台風・津浪・大雨による災害等短期の一過性災害を前提としている。しかし、有珠山の火山活動の終息宣言は2001年5月であり、火山災害は長期にわたる災害である。活動火山対策特別措置法があるが、常に噴火している桜島の降灰除去をベースにしたものであり、雲仙普賢岳や三宅島、有珠山災害など長期化する災害対応では複数年での予算措置や長期的な観点での復旧対策や財政支援等の新法が必要である。

●家族同様の犬や猫などのペットを自宅に置いてきていたためにその救出の問題、一部の避難所にだけペットが預けられず、車等での長期生活などが大きな課題である。

●虻田町役場機能の豊浦町への移転したこと。また虻田町民1万人に対して役場職員158人で避難生活者へのサポートをしていることは、単純に職員1人あたり65人を担当したことになるが、広域になった31ヵ所の避難所運営には北海道庁を中心として全道市町村役場職員による支援体制で行なわれたこと。

●全国からのボランティア支援については、各市町村の公共施設が避難所として使用されていることから当初の受け入れはできなかったこと。洞爺湖温泉町など自宅へ帰宅してからの除灰作業等で受け入れしたこと。

●避難所の食事は、災害対策法の規定では1日1050円となっているが、到底間に合わない内容のため、自治体の負担が増えている。さらに、長期にわたったことから、ほとんどが最初からコンビニ弁当であった。

【データ】　


○被害状況とその対応を振り返る。

１）2000年有珠山噴火旧虻田町の被害状況（単位は千円）

		被 害 種 別

		被　害　の　内　容

		被害額



		住宅被害

		全壊118棟 半壊339棟、一部破損198棟、計655棟

		1,857,047



		非住家被害

		計　31件

		11,525



		農業被害

		

		168,659



		土木被害

		河川2、道路32、橋梁2      　計　44件

		3,567,276



		水産被害

		港湾、ほたて養殖事業

		274,359



		林業被害

		一般民有林30.06ha

		135,474



		衛生被害

		水道52件・個人病院8・一般廃棄物処理施設

		9,343,470



		商工被害

		商業51、工業8

		495,341



		公立文教被害

		温泉小・虻田中・温泉中・給食センター

		1,473,803



		社会教育施設

		3件

		460,000



		社会福祉施設

		桜ヶ丘保育所・養護ホーム・特養ホームほか

		641,461



		その他

		都市施設・町営浴場・消防庁舎・堆積士砂排除

		6,720,782



		（旧虻田町）被　害　総　額　　　　　　　　　　　　　25,149,197千円



		※2000年有珠山噴火被害全体（伊達市、虻田町、壮瞥町）の総額は25,962,848干円であり、旧虻田町の被害状況は全体の95%である。

※1977年噴火の被害総額は約222億円で、その内訳は虻田町が74億円(33.3%)、伊達市が約89億円(40.1%)、壮瞥町が28億円(12.6%)、洞爺村が約31億円(14.O%)である。





２）住宅被災見舞い金

		被害種別

		世帯数

		原  資

		支給基準



		住宅全壊

		44世帯

		日赤見舞金

		1世帯　500万円



		住宅半壊

		274世帯

		日赤見舞金

		1世帯　250万円



		借家全壊

		216世帯

		日赤見舞金

		1世帯　 80万円



		借家半壊

		169世帯

		日赤見舞金

		1世帯　 40万円



		　合　計　　703世帯　　　　　　　11億4540万円





３）国・北海道の災害関連事業

		国・北海道の災害関連事業

		概　　要



		国道230号整備事業

		H13～16　新ルート(トンネル建設)



		道道洞爺虻田線改築事業

		H13～16　避難道路



		砂防施設整備事業

		H13～17　洞爺湖温泉町A・Xゾーン



		虻田漁港分港整備事業

		H14～21　大磯漁港建設





４）町の災害関連事業

		町の災害関連事業

		実施期間

		事　業　内　容



		泉北地区防災集団移転事業

		H13

		士地の買い上げ。住宅等再建支援(見舞金)



		都市計画公園事業

		H15～19

		Bゾーン3.52ha(地殻変動地区)



		公営住宅建設事業

		H13～14

		Aゾーン148戸

		合計332戸



		

		H15～16

		Bゾーン184戸

		





５）民間の災害関連事業

		民間の災害関連事業

		時期

		概　要



		特別養護(60床)養護(50床)

		H13

		泉地区から清水地区に移転



		洞爺協会病院(公的医療機関)

		H14

		洞爺湖温泉町から高砂町に移転





６）防災対策の強化

		防災対策の強化事業

		時期

		概　　要



		有珠山防災マップの作成配布

		H13

		3市町（伊達市、旧虻田町、壮瞥町）



		有珠山火山防災計画の策定

		H13

		3市町防災会議協議会



		虻田町地域防災計画の見直し

		H14

		広域避難場所・避難連携など



		防災行政無線整備事業

		H13

		屋外無線・個別受信機・移動無線



		防災センター整備事業

		H13

		消防庁舎・役場庁舎合築設計施行一括方式)



		避難所機能施設整備事業

		H14

		洞爺湖温泉小学校を移転し、学校体育館に併設





		緊急地域雇用対策創出特別対策事業



		H12

		300,000千円



		H13

		150,000干円



		H14

		36,000千円



		総　額　　4億8,600万円





７）失業者対策

８）観光振興対策

(1)観光客宿泊者数の推移

		観光客 宿泊者数の推移

		修学旅行生

(対11年度比)



		平成11年度宿泊者数

		775,973人

		8万6千人



		平成12年度宿泊者数

		307,079人(11年度と比較して39.6%)

		0.0%(対11年度比)



		平成13年度宿泊者数

		619,873人(11年度と比較して79.9%)

		18.4%(対11年度比)



		平成14年度宿泊者数

		717,791人(11年度と比較して92.5%)

		50.0%(対11年度比)



		平成15年度宿泊者数

		736,556人(11年度と比較して96.3%)

		68.0%(対11年度比)





		洞爺湖温泉観光客入込み数　　　　　　　　　　　　（単位：人）



		区分

		平成９年

		平成12年

		平成13年

		平成14年

		平成15年

		平成16年



		総　　数

		3,942,648

		1,268,157

		2,768,999

		3,261,860

		3,364,362

		3,183,748



		日帰り客

		3,094,219

		961,078

		2,149,126

		2,544,069

		2,627,806

		2,484,700



		宿泊人員

		848,429

		307,079

		619,873

		717,791

		736,556

		699,048





(2)火山資源を活用した観光振興策

		火山資源を活用した観光振興策



		●「洞爺湖周辺地域エコミュージアム構想の推進」

		レイクトピア21推進協議会を構成する胆振西部6市町村で推進・火山遺構や遺跡、自然、農場などを展示室とみなし、住民参加型でつくる「地域まるごと博物館」構想の推進



		●西山火口散策路の整備　H13～14で整備15年度の入場者は43万5干人



		●西山高原・洞爺湖温泉砂防施設内の火山災害遺構物の保存整備　H15～



		●金毘羅火ロ～洞爺湖温泉砂防施設地域の散策路整備



		●「洞爺湖有珠山」世界ジオパークに認定登録される





(3)2000年噴火災害によって、高まった住民意識とまちづくりの活動

		2000年噴火災害によって、高まった住民意識とまちづくりの活動



		● 事業者が中心となり、避難先でつくられた「噴火再生住民の会」。30回をこえる懇話会



		●「温泉小学校の再建を考える会」で、行政の既成概念を変えた学校建設が実現

   　　・現在地から4キロ離れた地域に移転再建される。



		● 民間（住民）が主導で学者の協力を受け、行政を動かした「560万人の観光地づくりﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ」の活動。8回のﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ実施は毎回100人を超える。


　　・砂防の常識を変える、砂防地内に噴火災害の遺構物を保存（4点）

　　・有珠山周辺の河口を巡る散策路の探求とフットパス事業に結実。

　　・エコミュージアム（野外博物館）構想のきっかけをつくる。

　　・世界ジオパーク認定条件の大きな要素にあげられる。



		●「シャッターアート」で通りを明るくイメージアップ。札幌芸術大学の学生と住民の合作。



		● 洞爺湖「とうろう祭」を再開させた「とうろうを復活させる会」の取り組み。



		● ｢有珠山知ろう会｣～「有珠山ガイドボランティアの会」～「有珠山ガイドの会」へと発展



		●「有珠山噴火メモリアル委員会」の活動　（2001年から9回開催）


　　・火山と共生するまちづくり


　　・全国の支援に感謝を込め、還元する














洞爺湖町
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